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対象は平成19年中の所得が大幅に減り、
所得税が非課税になる方です

税源委譲により増額となった住民税額

平成18年（度）

所得変動が
ない場合

平成19年中の
所得に対して

課税

平成18年中の
所得に対して
課税

平成19年（度）

住民税 所得税

住民税住民税住民税 所得税

税源委譲により増額となった
住民税相当額が還付されます。

申告により

平成18年（度）

所得変動が
あった場合

平成19年中の
所得に対して
課税

平成18年中の
所得に対して
課税

平成19年（度）

住民税 所得税

住民税住民税住民税 所得税
非課税

還付還付還付
平成１９年度住民税額

調整控除を含む
税源移譲後の算出税額

平成１９年度住民税額
税源移譲以前の計算法
による算出税額

平成１９年度
住民税から
差し引く金額- =

＞
 住民税と所得税の
人的控除の差の
合計額

 住民税と所得税の
人的控除の差の
合計額

平成20年度住民税の
課税所得金額

（申告分離課税分を含む）

平成19 年度住民税の
課税所得金額

（次の１と２の両方を満たす方）

（申告分離課税分を除く）

○減税額の計算方法
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1

◎経過措置の対象者

　

平
成
19
年
度
か
ら
、所
得
税（
国

税
）か
ら
住
民
税（
地
方
税
）へ

「
税
源
移
譲
」が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

大
多
数
の
方
は
平
成
19
年
度
に

住
民
税
が
増
額
と
な
り
ま
し
た

が
、
同
じ
額
を
平
成
19
年
分
の
所

得
税
よ
り
減
額
し
て
い
る
た
め
、

原
則
と
し
て
所
得
税
と
住
民
税
を

合
計
し
た
税
負
担
は
、
昨
年
度
と

比
べ
て
増
加
し
な
い
よ
う
措
置
し

て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
所
得
税
は
現
年
の
所

得
に
、
住
民
税
は
前
年
の
所
得
に

対
し
て
課
税
さ
れ
る
た
め
、
平
成

18
年
中
は
所
得
が
あ
っ
た
が
平
成

19
年
中
に
所
得
が
な
い
場
合
、
住

７
月
１
日

７
月
１
日
〜
31
日
ま
で

日
ま
で

７
月
１
日
〜
31
日
ま
で

所
得
変
動
に
伴
う
住
民
税
の

所
得
変
動
に
伴
う
住
民
税
の

還
付
申
告
受
付

還
付
申
告
受
付

所
得
変
動
に
伴
う
住
民
税
の

所
得
変
動
に
伴
う
住
民
税
の

還
付
申
告
受
付

還
付
申
告
受
付

所
得
変
動
に
伴
う
住
民
税
の

還
付
申
告
受
付

２
１
５
２

税
務
課
町
民
税
係

■問

　次に掲げる条件の住宅について、省エネ
改修工事を行った場合、当該家屋に係る翌
年度分の固定資産税（１２０㎡相当分まで
に限る）の３分の１の額を減額します。

●減額申告書 ◆
還
付
額

　

平
成
19
年
度
の
住
民
税
を
税
源

移
譲
前
の
税
率
を
適
用
し
た
額
ま

で
減
額
し
、
減
額
後
の
税
額
と
す

で
に
納
付
済
み
の
税
額
と
の
差
額

が
還
付
さ
れ
ま
す
。

◆
申
告
期
間

　

平
成
20
年
７
月
１
日
か
ら
平
成

20
年
７
月
31
日
ま
で

◆
申
告
手
続

　

平
成
19
年
１
月
１
日
現
在
お
住

ま
い
の
市
区
町
村
へ
「
平
成
19
年

度
分
町
・
県
民
税
減
額
申
告
書
」

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
他
の
市

区
町
村
へ
転
居
さ
れ
た
方
は
申
告

先
を
お
間
違
え
に
な
ら
な
い
よ
う

ご
注
意
く
だ
さ
い
。

（
平
成
19
年
１
月
２
日
以
後
、
他

の
市
町
村
へ
転
居
さ
れ
た
方
は
、

申
告
先
を
お
間
違
い
な
い
よ
う
ご

注
意
く
だ
さ
い
。）

◆
申
告
書
の
配
布　

税
務
課
窓
口

※
該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
方
に

は
、６
月
末
に
申
告
書
を
送
付
し

ま
し
た
。た
だ
し
、住
民
税
が
未
申

告
の
方
や
、転
入
・
転
出
さ
れ
た

方
に
つ
い
て
は
、該
当
に
な
る
場
合

で
あ
っ
て
も
申
告
書
は
送
付
さ
れ

ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

民
税
は
前
年
の
所
得
を
基
に
増
額

分
を
含
め
て
課
税
さ
れ
る
一
方
、

所
得
税
は
課
税
さ
れ
な
い
た
め
減

額
で
き
な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
税
源
移
譲
に
伴
う

税
負
担
の
増
加
の
影
響
の
み
を
受

け
る
方
に
つ
い
て
は
、
平
成
19
年

度
の
住
民
税
に
限
り
、
増
額
と

な
っ
た
住
民
税
相
当
額
を
還
付
し

ま
す
。

◆
対
象
者

　

平
成
18
年
中
に
所
得
が
あ
り
所

得
税
が
課
税
さ
れ
て
い
た
が
、
平

成
19
年
中
は
所
得
が
減
少
し
、
平

成
19
年
分
の
所
得
税
が
課
税
さ
れ

な
く
な
っ
た
方

▼
ご
注
意
を

次
の
方
は
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

・
申
告
分
離
課
税
分（
退
職
・
配

当
等
）の
所
得
税
が
課
税
さ
れ
て

い
る
方

・
寄
付
金
控
除
や
生
命
保
険
料
控

除
な
ど
、
人
的
控
除（
扶
養
控
除
・

障
害
者
控
除
等
）以
外
の
控
除
額

が
増
加
し
た
場
合
や
、
住
宅
ロ
ー

ン
控
除
な
ど
に
よ
っ
て
所
得
税
が

課
税
さ
れ
な
く
な
っ
た
方

・
平
成
19
年
中
に
亡
く
な
ら
れ
た

方
や
海
外
へ
転
出
さ
れ
て
平
成
20

年
１
月
１
日
現
在
国
内
に
居
住
さ

れ
て
い
な
い
方

対象期間　平成20年4月1日から平成22年3
月31日までに実施した省エネ改修工事
対象家屋　平成20年1月1日以前から所在
している家屋（賃貸住宅は除く）であること
対象工事　次の要件をすべて満たす工事
であること
⑴次に掲げる①の工事、または①と合わ
せて行う②～④の工事であること
　①窓の断熱改修工事
　②床の断熱改修工事
　③天井の断熱改修工事
　④壁の断熱改修工事
※①の工事は必須です。
⑵改修部位がいずれも現行の省エネ基準
に新たに適合すること
⑶省エネ改修工事に要した費用の合計が
30万円以上であること
　改修工事完了後３か月以内に、必要
書類を添付し税務課固定資産税係へ申告
書を提出してください。
※「新築住宅に対する減額」や「住宅耐震
改修に伴う減額」とは同時に減額されませ
ん。
※建築士、指定確認検査機関または登録住宅
性能評価機関による証明書が必要です。
問 税務課固定資産税係 　２１５３・２１５４

住宅の省エネ住宅の省エネ改修工事に伴う改修工事に伴う
固定資産税の減額について固定資産税の減額について
住宅の省エネ改修工事に伴う
固定資産税の減額について
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後期高齢者
医療被保険者証の
更新について

　後期高齢者医療（長寿医療）の被保
険者の保険医療機関での負担割合 (1
割または３割) については、毎年、
前年の所得等を基準に見直しをする
ことになっています。
　被保険者証に記載してある負担割
合が変更になる方には、7月中に新
たな被保険者証を送付します。
　旧被保険者証は、後日、福祉課窓
口へ持参いただくか郵送により返却
をお願いします。
　今回、被保険者証が送付されなかっ
た方の負担割合は変更がありません
ので、引き続き現在お持ちの被保険
者証をお使いください。
※有効期限は平成 21 年７月 31 日
です。
問　福祉課医療係 　２１２８

公
共
下
水
道
へ
の

公
共
下
水
道
へ
の

接
続
の
お
願
い

接
続
の
お
願
い

公
共
下
水
道
へ
の

接
続
の
お
願
い

　

今
年
度
、
新
た
に
次
の
と
お
り

工
事
を
行
う
予
定
で
す
の
で
、
皆

様
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。
な
お
、
工
事
現
場
付
近

に
は
近
寄
ら
な
い
よ
う
お
願
い
し

ま
す
。

〈
工
事
概
要
〉

①
汚
水
１
号
幹
線
人
孔
布
設
替
工

事予
定
工
期　

平
成
21
年
２
月
27
日

ま
で

工
事
場
所　

小
室
地
内

工
事
内
容　

人
孔
布
設
替
工
事

②
中
部
区
画
整
理
事
業
地
内
管
渠

築
造
工
事

予
定
工
期　

平
成
21
年
２
月
27
日

ま
で

工
事
場
所　

小
室
地
内

工
事
内
容　

開
削
工
事

③
細
田
山
地
区
管
渠
築
造
工
事

予
定
工
期　

平
成
21
年
２
月
27
日

ま
で

工
事
場
所　

大
針
地
内

工
事
内
容　

開
削
工
事

④
工
業
地
区
管
渠
築
造
工
事

予
定
工
期　

平
成
21
年
３
月
19
日

ま
で

工
事
場
所　

小
室
地
内

工
事
内
容　

開
削
・
推
進
工
事

※
工
事
場
所
は
変
更
に
な
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。

下
水
道
工
事
に

下
水
道
工
事
に

ご
協
力
を
！

ご
協
力
を
！

下
水
道
工
事
に

ご
協
力
を
！

　

町
で
は
、
綾
瀬
川
を
は
じ

め
と
し
た
周
辺
水
環
境
の
水

質
保
全
と
、
公
衆
衛
生
お
よ

び
住
環
境
の
向
上
を
目
的

に
、
公
共
下
水
道
の
整
備
を

進
め
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
せ
っ
か
く
の
下

水
道
も
、
整
備
さ
れ
た
地
域

の
方
々
に
使
っ
て
い
た
だ
き

ま
せ
ん
と
、
目
的
を
果
た
す

こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　

公
共
下
水
道
が
使
え
る
区

域
内
に
お
住
ま
い
の
方
で
、

ま
だ
接
続
さ
れ
て
い
な
い
お

宅
は
、
早
め
に
接
続
工
事
を

行
っ
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う

お
願
い
し
ま
す
。

　

ま
た
、
公
共
下
水
道
を
使

用
す
る
際
の
注
意
点
と
し

て
、
野
菜
く
ず･

残
飯･

油
等

は
、
下
水
道
管
の
つ
ま
り
の

原
因
と
な
り
ま
す
の
で
、
下

水
道
に
は
流
さ
な
い
よ
う
に

お
願
い
し
ま
す
。

問　

都
市
整
備
課
下
水
道
施

設
係 　

２
４
４
６

平成２０年度後期高齢者医療保険料について

問　福祉課医療係 　２１２８

　後期高齢者医療（長寿医療）制度の被保険者の方には、平成 20 年度の保
険料額決定通知書を７月中旬までに送付します。

　今年４月から特別徴収が開始された方
には、保険料額決定通知書を送付します。
※後期高齢者医療保険料の特別徴収は
年金保険者（社会保険庁など）からの通知
に基づいて行われています。

●特別徴収（年金からの天引き）
　対象の方

①保険料額決定通知書および納付通知
　書を送付します。納期は、７月から
　翌年２月までの各月 (８回) となって
　います。
②今年 10 月から特別徴収が開始される
　方へは、特別徴収開始通知書とあわ
　せて納付通知書を送付します。７月
　から９月は納付通知書で納めていた
　だき、10 月以降は年金からの天引き
　となります。

●普通徴収対象の方

　今年６月以降に転入または、75歳到
達などで資格を取得された方には、７
月以降に納付通知書を送付します。

●年度途中に資格取得した方

　後期高齢者医療保険料は月割りで算
定されますので、転出・死亡などで資
格喪失した月の前月分までの保険料が
賦課されます。
①特別徴収対象の方
　４月・６月の仮徴収額と月割りの確
　定額で７月以降に精算します。不足
　額が生じた場合は、普通徴収の納付
　通知書で納めていただきます。
②普通徴収対象の方
　転出先やご遺族あてに、納付通知書
　を送付します。

●今年５月以降に資格を喪失した方
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